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議案第１５号参考資料 

唐津市条例の廃止に関する条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1)～(152) 略 

(153) 唐津市波戸岬海浜の家条例（平成１７年条例第２２６号） 

 

 

 

 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1)～(152) 略 
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議案第１６号参考資料 

唐津市市民センター及び出張所設置条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

   唐津市市民センター設置条例 

 （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５５条第１項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、市民センター     を設置

する。 

 （名称、位置及び所管区域） 

第２条 市民センター     の名称、位置及び所管区域は、別表のとおりとす

る。 

２ 略 

別表（第２条関係） 

名称 位置 所管区域 

 略  略  略 

唐津市七山市民セン

ター 

唐 津 市 七 山 滝 川 

１２５４番地 

旧七山村一円 

 

 

   唐津市市民センター及び出張所設置条例 

 （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５５条第１項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、市民センター及び出張所を設置

する。 

 （名称、位置及び所管区域） 

第２条 市民センター及び出張所の名称、位置及び所管区域は、別表のとおりとす

る。 

２ 略 

別表（第２条関係） 

名称 位置 所管区域 

 略  略  略 

唐津市七山市民セン

ター 

唐 津 市 七 山 滝 川 

１２５４番地 

旧七山村一円 

唐津市湊出張所 唐津市湊町８０５番

地１ 

湊町、相賀、神集島、屋形

石、横野及び中里 

唐津市切木出張所 唐津市肥前町万賀里

川２２３番地５ 

肥前町切木、肥前町赤坂、肥

前町湯野浦、肥前町杉野浦、

肥前町中浦、肥前町大浦、肥

前町満越、肥前町瓜ケ坂、肥

前町万賀里川及び肥前町仁田 
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   野尾 

唐津市打上出張所 唐津市鎮西町打上 

３２８３番地 

鎮西町打上、鎮西町横竹、鎮

西町石室、鎮西町加倉、鎮西

町高野、鎮西町岩野、鎮西町

八床、鎮西町菖蒲、鎮西町早

田、鎮西町塩鶴、鎮西町赤 

木、鎮西町中野及び鎮西町丸

田 

 

 

 

 

－3－

－3－



議案第１７号参考資料 

唐津市国民健康保険条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

 （出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し出

産育児一時金として４８万８千円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令

（大正１５年勅令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに３万円を上限として加算するものとす

る。 

２ 略 

 

 （出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し出

産育児一時金として４０万８千円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令

（大正１５年勅令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに３万円を上限として加算するものとす

る。 

２ 略 
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議案第１８号参考資料 

唐津市放課後児童健全育成施設条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

（名称及び位置） 

第２条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

 略  略 

唐津市大志放課後児童健全育成施設 唐津市西城内５番２６号 

唐津市久里放課後児童健全育成施設 唐津市久里１８２０番地 

唐津市浜崎第１放課後児童健全育成施設 唐津市浜玉町浜崎４５１番地 

 略  略 
 

（名称及び位置） 

第２条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

 略  略 

唐津市大志放課後児童健全育成施設 唐津市西城内５番２６号 

唐津市浜崎第１放課後児童健全育成施設 唐津市浜玉町浜崎４５１番地 

 略  略 
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議案第１９号参考資料 

唐津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

目次 

 第１章～第４章 略 

 第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

 第６章 雑則（第４９条） 

 附則 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保

育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、第７条の３第２項、第

１４条第１項及び第２項、第１５条第１項、第２項及び第５項、第１６条並びに

第１７条第１項から第３項まで並びに附則第４項において同じ。）は、利用乳幼

児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年

法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教

育をいう。以下この条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次

に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成２４年

法律第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。）、幼稚園（同項に規定

する幼稚園をいう。）又は認定こども園（同項に規定する認定こども園をい

う。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただ

し、離島その他の地域であって、連携施設の確保が著しく困難であると市が認め

るものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第１６条第２項

第３号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この限りでな

目次 

 第１章～第４章 略 

 第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

 

 附則 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保

育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項         、第

１４条第１項及び第２項、第１５条第１項、第２項及び第５項、第１６条並びに

第１７条第１項から第３項まで並びに附則第４項において同じ。）は、利用乳幼

児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年

法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教

育をいう。第３号において  同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次

に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成２４年

法律第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。）、幼稚園（同項に規定

する幼稚園をいう。）又は認定こども園（同項に規定する認定こども園をい

う。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただ

し、離島その他の地域であって、連携施設の確保が著しく困難であると市が認め

るものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第１６条第２項

第３号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この限りでな
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い。 

 (1)及び(2) 略 

 (3) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所

内保育事業の利用乳幼児にあっては、第４２条に規定するその他の乳児又は幼

児に限る。以下この号及び第４項第１号において同じ。）を、当該保育の提供

の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該

連携施設において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２～４ 略 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等

は、法第５９条第１項に規定する施設のうち次に 掲げるもの（入所定員が２０

人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲

げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければなら

ない。 

 (1)及び(2) 略 

 （安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的

保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳

幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活

その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的

保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以下この条において

「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前

項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図

い。 

 (1)及び(2) 略 

 (3) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所

内保育事業の利用乳幼児にあっては、第４２条に規定するその他の乳児又は幼

児に限る。以下この号        において同じ。）を、当該保育の提供

の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該

連携施設において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２～４ 略 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等

は、法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０

人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲

げる事項に係る連携協力を行う者      として適切に確保しなければなら

ない。 

 (1)及び(2) 略 
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られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなけ

ればならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全

計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のた

めの移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼

児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握すること

ができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及び

これと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座

席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落

としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、

当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備

え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を

行わなければならない。 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、

その行う保育に支障がない場合に限り、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねる

ことができる。 

 

 

第１３条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは  

、                 、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねる

ことができる。ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用乳幼児の保

育に直接従事する職員については、この限りでない。 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第４７条第３項の規定によ

り懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦
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 （衛生管理等） 

第１４条 略 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延

防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に

実施するよう努めなければならない。 

３～５ 略 

   第６章 雑則 

 （電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 

 

 

痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 （衛生管理等） 

第１４条 略 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように必要な措置を講ずる               

                                     

    よう努めなければならない。 

３～５ 略 
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議案第２０号参考資料 

唐津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正新旧対 

照表 

改      正      案 現             行 

目次 

 第１章及び第２章 略 

 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

  第１節 利用定員に関する基準（第３７条） 

  第２節 運営に関する基準（第３８条―第５０条） 

  第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

 第４章 雑則（第５３条） 

 附則 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

 第１章及び第２章 略 

 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

  第１節 利用定員に関する基準（第３７条） 

  第２節 運営に関する基準（第３８条―第５０条） 

  第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

 附則 

 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 略 

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出があった場合には、前項の規定

による文書の交付に代えて、第５項で定めるところにより、当該利用申込者の承

諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条におい

て「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

  ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と利用申込者の使用に係る電

子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録する方法 
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  イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者の閲覧に

供し、当該利用申込者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該

重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に

規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項に掲げる方法は、利用申込者がファイルへの記録を出力することによる文

書を作成することができるものでなければならない。 

４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、特定教育・保育施設の使用に係る

電子計算機と利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。 

５ 特定教育・保育施設は、第２項の規定により第１項に規定する重要事項を提供

しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者に対し、その用いる次に掲げ

る電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけれ

ばならない。 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設が使用するもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設は、当該利用申込者から文書

又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったとき

は、当該利用申込者に対し、第１項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によ 

ってしてはならない。ただし、当該利用申込者が再び前項の規定による承諾をし

た場合は、この限りでない。 
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第２６条 削除 

 

 

 

 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 略 

 

 

 （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下この

項から第５項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施さ

れ、及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連

携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）を

適切に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設

の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて特定地域型保育事業を行う

特定地域型保育事業者については、この限りでない。 

 (1)及び(2) 略 

 (3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた満３歳

未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満保育認定子ども

にあっては、第３７条第２項に規定するその他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号及び第４項第１号において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供

の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育・保育を

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。以下

この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、教育・保育給

付認定子どもに対し児童福祉法第４７条第３項の規定により懲戒に関しその教

育・保育給付認定子どもの福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を

与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 略 

２ 第５条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付について

準用する。 

 （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下この

項から第５項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施さ

れ、及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連

携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）を

適切に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設

の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて特定地域型保育事業を行う

特定地域型保育事業者については、この限りでない。 

 (1)及び(2) 略 

 (3) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた満３歳

未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満保育認定子ども

にあっては、第３７条第２項に規定するその他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号        において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供

の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育・保育を
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提供すること。 

２及び３ 略 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

 (1) 市長が児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当たって、特定地

域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定

子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供されるよ

う必要な措置を講じているとき。 

 (2) 略 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保育事業者

は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち次に 掲げるもの（入所定

員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第

３号に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなけ

ればならない。 

 (1)及び(2) 略 

６～９ 略 

   第４章 雑則 

 （電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他有体物をいう。以下この条において同じ。）により行うこ

提供すること。 

２及び３ 略 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

 (1) 市長が児童福祉法第２４条第３項                    

                 の規定による調整を行うに当たって、特定地

域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定

子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供されるよ

う必要な措置を講じているとき。 

 (2) 略 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保育事業者

は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定

員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第

３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者      として適切に確保しなけ

ればならない。 

 (1)及び(2) 略 

６～９ 略 
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とが規定されているものについては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。以下この条において同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出につい

ては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交

付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者

の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」

という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機

と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条におい

て「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

  ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護

者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者の閲覧

に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備えられた当

該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を記録する方法（電

磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあ 

っては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルにその旨を記録する方法） 
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 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事

項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとすると

きは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者に対し、

その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法に

よる承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給付認

定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない旨の

申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２項に規定する

記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該教育・保育

給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得

について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあ

り、及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」とい

う。）」とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項に

おいて準用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交

付又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」と、「記載事項」とあ

るのは「同意に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」

と、「受けない」とあるのは「行わない」と、「交付する」とあるのは「得る」

と、第３項中「前項各号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、
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第４項中「第２項」とあるのは「第６項において準用する第２項」と、「記載事

項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあ

るのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第

６項において準用する第２項各号」と、前項中「前項」とあるのは「第６項にお

いて準用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同意を行わない」と、

「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等

による同意の取得」と読み替えるものとする。 
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議案第２１号参考資料 

唐津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課

後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点

検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全

育成事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及

び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い

必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するととも

に、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が

図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しな

ければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じ

て安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等の

ための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗

車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方

法により、利用者の所在を確認しなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 
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第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条

において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

（衛生管理等） 

第１３条 略 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 略 

                                      

                                     

                                     

                                     

                          

                                      

                                     

                                      

                             

（衛生管理等） 

第１３条 略 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずる         

                                      

           よう努めなければならない。 

３ 略 
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議案第２２号参考資料 

唐津市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

（対象者） 

第２条 この条例による医療費の助成の対象となる者（以下「対象者」という。）

は、本市に住所を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当する者で、規則で定め

る医療保険各法（以下「医療保険各法」という。）による被保険者、組合員又は

被扶養者とする。 

 (1) 略 

 (2) 療育手帳（厚生労働大臣が定めるところにより佐賀県知事が交付する療育手

帳をいう。）の交付を受けた者であって、その障害の程度が重度のもの 

 (3)及び(4) 略 

２及び３ 略 

   附 則 

１及び２ 略 

 （対象者の特例） 

３ 第２条第１項の規定にかかわらず、当分の間、本市に住所を有し、かつ、知的

障害の程度が標準化された知能検査によって測定された知能指数の３５以下の者

であって令和５年３月３１日において受給資格の登録を受けているもの（その保

護者が受給資格の登録を受けている者を含む。）で、規則で定める医療保険各法

による被保険者、組合員又は被扶養者は、対象者とする。ただし、同日後に受給

資格を喪失した者を除く。 

 

 

 （対象者） 

第２条 この条例による医療費の助成の対象となる者（以下「対象者」という。）

は、本市に住所を有し、かつ、次の各号のいずれかに該当する者で、規則で定め

る医療保険各法（以下「医療保険各法」という。）による被保険者、組合員又は

被扶養者とする。 

 (1) 略 

 (2) 知的障害の程度が標準化された知能検査によって測定された知能指数の３５ 

  以下の者 

 (3)及び(4) 略 

２及び３ 略 

   附 則 

１及び２ 略 

 （対象者の特例） 

３ 第２条の規定にかかわらず、合併前の北波多村の区域に住所を有する者におい

ては、平成１７年３月３１日までの間、対象者は、次の各号のいずれかに該当す

る者（１８歳未満の児童を含む。）で、規則で定める医療保険各法による被保険

者、組合員又は被扶養者とする。ただし、生活保護法による保護を受けている者

を除く。 

 (1) 障害程度が身体障害者福祉法施行規則別表第５号に定める身体障害者障害程

度等級表の１級又は２級に該当する者 

 (2) 知的障害の程度が標準化された知能検査によって測定された知能指数の５０
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４ 略 

 

 

以下の者 

４ 略 
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議案第２３号参考資料 

唐津市条例の廃止に関する条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1)～(150) 略 

(151) 唐津市農村集落等活性化施設条例（平成１８年条例第４０号） 

 

 

 

 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1)～(150) 略 
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議案第２４号参考資料 

唐津市条例の廃止に関する条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

次に掲げる条例は、廃止する。 

(1)～(151) 略 

(152) 唐津市みなとまちづくり基金条例（平成２０年条例第１６号） 

 

 

 

次に掲げる条例は、廃止する。 

(1)～(151) 略 
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議案第２５号参考資料 

唐津市体育施設条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

別表第１（第２条関係) 

区分 名称 位置 

 略  略  略 

運動広場及び

運動場 

 略  略 

唐津市相知天徳の丘運動

公園多目的運動広場 

唐津市相知町相知２４０６番地３ 

唐津市肥前総合運動場多

目的運動場 

唐津市肥前町入野丙５６５番地６ 

 略  略 

 略  略  略 

 

 

別表第２（第８条、第１５条関係） 

１及び２ 略 

３ 運動広場及び運動場使用料 

 (1) 専用利用 

  ア～ウ 略 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係) 

区分 名称 位置 

 略  略  略 

運動広場及び

運動場 

 略  略 

唐津市相知天徳の丘運動

公園多目的運動広場 

唐津市相知町相知２４０６番地３ 

唐津市北波多運動広場 唐津市北波多徳須恵１３９８番地

４ 

唐津市肥前総合運動場多

目的運動場 

唐津市肥前町入野丙５６５番地６ 

 略  略 

 略  略  略 

別表第２（第８条、第１５条関係） 

１及び２ 略 

３ 運動広場及び運動場使用料 

  (1) 専用利用 

   ア～ウ 略 

エ 唐津市北波多運動広場 

区分 金額（１時間当たり） 

一般 ４６０円 
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  (2) 略 

  (3) 夜間照明施設利用 

区分 金額（３０分当たり） 

 略  略 略  

唐津市相知天徳の丘運動公

園多目的運動広場 

 略 略  

全面 ３，６６０円 

唐津市肥前総合運動場多目

的運動場 

半面 １，３８０円 

 略 略  

 略  略 略  

 

４～１２ 略 

 備考（別表第２共通） 略 

 

生徒・児童 ２３０円 

  (2) 略 

  (3) 夜間照明施設利用 

区分 金額（３０分当たり） 

 略  略 略  

唐津市相知天徳の丘運動公

園多目的運動広場 

 略 略  

全面 ３，６６０円 

唐津市北波多運動広場 全面 ９３０円 

唐津市肥前総合運動場多目

的運動場 

半面 １，３８０円 

 略 略  

 略  略 略  

４～１２ 略 

 備考（別表第２共通） 略 
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議案第２６号参考資料 

唐津市消防団員の定員、任免、給与及び服務等に関する条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

（報酬の種類） 

第１０条 団員の報酬は、年額報酬及び出動等報酬とする。 

（年額報酬） 

第１１条 団員には、別表第１の左欄に掲げる職の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる額の年額報酬を支給する。ただし、年額報酬を受ける団員が下級の職

を兼ねる場合は、その下級の職に対する年額報酬はこれを支給しない。 

 

 

（出動等報酬） 

第１２条 団員が別表第２に掲げる職務に従事したときは、同表に掲げる額の出動

等報酬を支給する。 

（報酬の支給日） 

第１３条 年額報酬は、これを２分し、９月及び３月の各１５日に支給する。 

２ 出動等報酬は、４月から９月までの職務に係る額を１０月３１日に、１０月か

ら翌年の３月までの職務に係る額を４月３０日に、それぞれ支給する。 

３ 前２項に規定する報酬の支給日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以下この項において「休日」という。）又は日曜日

若しくは土曜日に当たるときは、その日前においてその日に最も近い休日又は日

曜日若しくは土曜日でない日とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、市長が特別の事由があると認めるときは、報酬の

支給日を変更することができる。 

 

 

（報酬）   

第１０条 団員には、別表第１の左欄に掲げる職の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に定める報酬額   を支給する。ただし、報酬  を受ける者が 下級の職

を兼ねる場合は、その下級の職に対する報酬  はこれを支給しない。 

２ 報酬の支給については、唐津市特別職の職員で非常勤のものに対する報酬及び

費用弁償に関する条例（平成１７年条例第４７号）の例による。 
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（費用弁償） 

第１４条 略 

２及び３ 略 

４ 団員が定期船を利用して別表第２に掲げる職務に従事したときは、費用弁償と

して当該定期船の船賃相当額                        

を支給する。 

 （支給基準及び支給方法） 

第１５条 報酬の支給基準並びに報酬及び費用弁償の支給方法については、唐津市

特別職の職員で非常勤のものに対する報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７

年条例第４７号）の例による。 

 （委任） 

第１６条 略 

別表第１（第１１条関係） 

区分 年額報酬の額 

 略 略  

班長 ３７，７００円 

団員 ３６，５００円 

団員（支援団員） １０，９５０円 

別表第２（第１２条、第１４条関係） 

職務 出動等報酬の額 

火災出動又は災害出動 １日の出動時間が４

時間を超える場合 

日額 ８，０００円 

１日の出動時間が２

時間を超え４時間以 

日額 ４，０００円 

（費用弁償） 

第１１条 略 

２及び３ 略 

４ 団員が訓練等の            職務に従事したときは、費用弁償と

して別表第２の左欄に掲げる職務の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額

を支給する。 

 

 

 

 

 （委任） 

第１２条 略 

別表第１（第１０条関係） 

区分 報酬年額   

 略 略  

班長 ２１，６００円 

団員 ２０，４００円 

団員（支援団員） ６，１２０円 

別表第２（第１１条関係） 

職務 費用弁償額 

部長以上が消防団会議等に出席したとき 日額１，２００円 

出動 １回１，０００円 

事前訓練 １回５００円 

 備考 団員が定期船を利用して表中に規定する職務に従事したときは、船賃相当
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 内の場合  

１日の出動時間が２

時間以内の場合 

日額 ２，０００円 

行方不明者の捜索に係る出動 １日の出動時間が４

時間を超える場合 

日額 ４，０００円 

１日の出動時間が２

時間を超え４時間以

内の場合 

日額 ２，０００円 

１日の出動時間が２

時間以内の場合 

日額 １，０００円 

警戒に係る出動 日額 １，０００円 

団長又は支団長が招集する消防団幹

部会議の出席 

日額 １，２００円 

式典、大会、各種啓発、訓練（式典

又は大会に備えた事前訓練を除

く。）その他の消防団行事の参加 

日額 １，０００円 

式典又は大会に備えた事前訓練の参

加 

日額 ５００円 

 備考 １日のうち複数の区分の職務に従事したときは、従事した職務の区分ごと

に出動等報酬を支給する。 

 

 

額を加算して支給することができる。 
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議案第２７号参考資料 

唐津市学校給食センター条例の一部改正新旧対照表 

改      正      案 現             行 

 （名称及び位置） 

第２条 給食センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

唐津市東部学校給食センター 唐津市相知町相知２５３０番地９ 

唐津市西部学校給食センター 唐津市鎮西町打上２１０８番地 

 

 

 

 

 

 （名称及び位置） 

第２条 給食センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

唐津市東部学校給食センター 唐津市相知町相知２５３０番地９ 

唐津市肥前学校給食センター 唐津市肥前町入野甲２２１７番地２ 

唐津市鎮西学校給食センター 唐津市鎮西町菖蒲２２１５番地９ 

唐津市呼子学校給食センター 唐津市呼子町殿ノ浦１１３５番地 
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